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【はじめに】自己組織化マップ ( ： ) は,
により提唱されたニューラルネットワークの一つであり, 近年データの可視
化やデータマイニングに応用されている｡ 特に高次元のデータを低次元のデー
タに写像し, 可視化する特徴を持つ｡ 平成 20 年 4 月から施行された高齢者
の医療の確保に関する法律により, 特定健康診査と特定保健指導の実施が保
険者に義務付けられることになった｡ これらの健康診断で集められるデータ
は, 検査値, 生活習慣, 不定愁訴などで構成される高次元のデータである｡
そこで, 自己組織化マップを用いてデータ解析を行い可視化することで, 個
人の健康状態を分類することを試みた｡ 【対象】某健診機関で 2006 年 1 月
から 12 月に健康診断を受診した人のうち, 収縮期血圧, 拡張期血圧, 尿糖,
尿蛋白, ( ), ( ), γ , 総コレステロール, 中性脂
肪, コレステロール, 血糖, 赤血球数, 白血球数, 血色素量の検査を
すべて受診し, 自覚症状に関する質問 24 項目, 生活習慣に関する質問 26 項
目にすべて回答した 110 044 人 (男 82 567 人, 女 27 477 人) を解析の対象
とした｡ 【方法】項目ごとの測定値の単位の違いから, 重みに偏りが生じる
ことを防ぐために, データの平均値と標準偏差を用いて規準化をおこなった｡
マップサイズは, 解析に要する時間や視覚的問題を考慮し, 8×8 (ユニット
数 64) とした｡ 自己組織化マップによる解析には, 言語で書いたオリジ
ナルプログラムを用いた｡ 【結果】自己組織化マップによる解析で１つのユ
ニットに対し, およそ 600～5 300 のデータが配置された｡ 各ユニットに配
置されたデータ群について検査値との相関を分析したところ, , 収縮期
血圧, 拡張期血圧, 中性脂肪, コレステロール, 血糖との間に特徴的
な相関がみられた｡ 同様に運動習慣, 食習慣, 喫煙, ストレスなどの生活習
慣との間にも特徴的な相関がみられた｡ 【まとめ】健康診断で得られた情報
に対して, 自己組織化マップを用いてデータ解析を行ったところ, 個人の健
康状態を分類することができた｡ また, 同じような特徴を持つデータ群は互
いに近接したユニットに配置され, 検査値や生活習慣と相関がみられた｡
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【目的】健康教室への参加を促すためには, 潜在的参加者が参加募集の情報
に ｢注目・理解・納得｣ する必要がある. 本研究では, 著者らが実施した紙
媒体による運動プログラムの参加者を対象とし, 工夫を施したチラシと一般
的なチラシが, 参加者に与える印象について比較することを目的とする.
【方法】まず, 受け手が健康教育への興味を持つように考えられて作成した
チラシ (工夫チラシ) と単色で概要のみを記したチラシ (従来型チラシ) の
2種類のチラシを作成した. これらのチラシを運動プログラムに参加した 56
家庭に送付し評価を求めた. 双方のチラシの評価を返送した 47 家庭 (回収
率 83 9％) のうち 3 家庭を除く 44 家庭 (父親 41 人, 母親 44 人) を有効回
答 (78 6％) とし分析の対象とした. チラシの評価には (株) 電通が開発し
た テストを用いた. テストは計 24 項目で構成され, 6 因子
(接触性－目を惹くか 関与性－読もうと思うか 累積性－読むことが苦にな
らない伝達性－意図が伝わるか記銘性－記憶に残るものか説得性－内容に
説得力があるか) に分類される. 評価方法は 法を用いた. 【結果】2 要
因 (チラシの工夫の有無, 性別) の分散分析を行った結果, チラシ評価では,
接触性 ( ＝9 845 ＜ 01), 関与性 ( ＝59 294 ＜ 01), 累積性 ( ＝11 981
＜ 01), 記銘性 ( ＝10 465 ＜ 01), 説得性 ( ＝9 381 ＜ 01) の因子にお
いて, 工夫チラシの方が従来型チラシより評価が高かった. また, チラシの
工夫の有無と性別の交互作用が, 関与性 ( ＝4 096 ＜. 05) と累積性 ( ＝
4 096 ＜. 05) において認められた. 【考察】伝達性を除く全ての指標に
おいて, 工夫チラシの方が高い評価が得られた. 関与性と累積性においては
性別と工夫の有無の交互作用も認められ, ｢楽しさ｣ ｢きれいさ｣ ｢親しみや
すさ｣ では, 男性より女性の方がチラシ内容の影響を受けやすいことがわかっ
た. 人の ｢注目｣ を集めるチラシを作成するには, プログラムの対象者を明
確にし, 対象者の性別や年齢特性などを考慮したチラシ作成を行っていく
必要がある
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【目的】本研究は､ 保健指導における電子メール (以下､ メール) の活用可
能性とメールを活用した保健指導技術の工夫及び課題を明らかにすることを
目的とする｡ 【方法】対象者は全国建設国保群馬県支部の組合員で､ 平成
19 年度の健康診断で特定保健指導の ｢動機付け支援｣ と ｢積極的支援｣ の
判定基準に該当した９名とした｡ 保健指導実施方法は､ 初回面接後に３か月
間のメールによる保健指導の実施､ 終了後の評価面接とした (実施期間：Ｈ
19 年 11 月～Ｈ20 年 2 月)｡ メールは を使用した｡ なお本研究は､
群馬大学教員３名､ 同大学院生１名 (システム管理者) 及び研究参加を希望
した群馬県Ａ市の保健師・管理栄養士 13 名､ 建設国保群馬県支部の健康管
理担当者１名によるプロジェクトにより実施し､ 保健師・管理栄養士が２人
１組で対象者を担当し継続的な保健指導を実施した｡ 分析は､ 保健指導記録､
保健指導過程で保健指導実施者が感じた疑問・課題の記録及び事例検討会の
記録から､ メールによる保健指導技術の工夫と課題を抽出・整理した｡ 【結
果及び考察】９名は全員男性､ 年齢は 40 才～69 才｡ 保健指導開始時に８名
は直接対面､ １名は電話による初回面接を行った｡ 継続支援の方法は､ メー
ルのみ８名､ メールと の併用１名であった｡ 継続支援の実施回数は１
事例につき､ 往復で３回～７回であった｡ 継続支援の中断者はなかった｡ ３
か月間の継続支援の結果､ 一部実施も含めて全員が行動計画を継続実施でき､
８名に腹囲または体重の減少が見られた｡ メールを活用した保健指導技術の
工夫として以下のことが示唆された｡ １ 初回面接で具体的な行動計画が立
案できれば､ メールでその実践状況や目標達成状況をモニターすることが容
易になり継続支援方法として有効｡ ２ 対象者に保健指導担当者の意図が伝
わらない場合があり､ 表現の工夫が必要｡ ３ メール交換を通じて把握した
対象者の特徴等をふまえ､ 対象に合わせた文面にする｡ ４ 対象者が使用す
るメール端末に応じた見やすい文章の長さ､ 読む側の負担も考慮した情報量
や文章の長さにすることが必要｡ ５ 定期的な状況確認のメールには､ 文書
作成の負担軽減を図り､ 文書作成のヒントとなるよう､ 定型文を作成してお
くことも有効｡ それにより､ 担当する保健指導対象者の人数が増加した際に
も対応しやすくなる｡
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【背景】生活習慣病への懸念が広がる中､ 気軽に利用できる健康相談のツー
ルが求められている｡ 携帯電話は今や多くの人々にとって重要な情報ツール
であり､ 健康教育の分野においても様々な効果が期待される｡ 本研究の目的
は､ 携帯電話の動画を用いた健康相談プログラムが参加者の血糖値や
1 といった生活習慣病に関連する要因に与える影響について参加者の

質的評価と共に明らかにすることである｡ 【方法】対象は東京都内の 保
健所が助言を行う健康増進グループの活動に参加し､ 本研究への参加の同意
が得られた 14 名｡ 全員が健康増進グループ活動に参加し個別健康相談を随
時受けた｡ そのうち 6名はこれに加え携帯電話の動画機能を用いた個別健康
相談サービスを 12 週間受けた｡ 携帯電話によるサービスを受けた群をモバ
イルケア群､ その他を非モバイルケア群とした｡ 評価は身長・体重・血圧測
定､ 血液生化学検査､ さらに健康習慣に関する質問紙調査を携帯電話の健康
相談サービスの前後で 2回実施｡ 2 回の検査および調査結果に基づき生活習
慣､ 血糖､ ヘモグロビン 1 ( 1 ) とその変化を 群と非 群で比
較した｡ さらに､ 質的評価を行うためモバイルケア群には携帯電話を用いた
健康相談サービス後にフォーカスグループインタビューを行った｡ 【結果】
モバイルケア群において第 1回の検査で基準値以上の 1 (5 8 以上)､
空腹時血糖 (110 以上) を示したものはそれぞれ 3 名と 2 名であり､
第 2回の検査においてはそれらの該当者全てにおいて検査値の改善が認めら
れた｡ フォーカスグループインタビューの結果､ 生活習慣や疾病管理の意識
と具体的な疾病管理技術の向上に加え､ 参加者同士がコミュニケーションを
深めることによる自主グループの活性化､ プログラムの実施を通じた健康情
報リテラシーの向上などが挙げられた｡ 【考察】携帯電話の動画を用いた健
康相談によって参加者の血糖値と 1 の減少がみとめられた｡ 今回の研
究で､ 動画機能を使ったモバイルケアが生活習慣病に関連する諸因子に好ま
しい変化を与えるということが示唆された｡ 動画機能付の携帯電話は生活習
慣予防という観点で健康増進分野における新たなツールとして更なる発展が
期待される｡
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